
 
 

第１ 情報公開制度 

 

１ 公文書の開示の状況  

 (1) 開示請求の状況 

 平成２１年度の公文書の開示請求件数は１，１５９件でした（表１）。 

これを開示請求者別に見ると、県内の法人その他の団体が６３４件、県内に住所を有する個

人が３３６件などとなっています（表２）。 

また、実施機関別に見ると、知事９８４件、選挙管理委員会５１件、警察本部長４１件、教

育委員会３３件などとなっています（表３）。 

 なお、知事では、最も開示請求の件数の多かったのは保健医療介護部の３４５件、次いで県

土整備部の１４３件、総務部の１２５件の順となっており、この３部で知事全体の約６２パー

セントを占めています。 

   開示請求の主な内容を見ると、保健医療介護部では医療法人の決算書、県土整備部では道路

供用開始等に係る工事図面等、総務部では学校法人の財務諸表等があります。 

 

 表１ 開示請求件数（平成１９～２１年度） 

 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

開示請求件数 ６７５ ９４３ １，１５９ 

 

 表２ 開示請求者別内訳 

開  示  請  求  者  の  区  分 件  数 

県 の 区 域 内 に 住 所 を 有 す る 個 人    ３３６ 

県 の 区 域 内 に 事 務 所 を 有 す る 法 人 そ の 他 の 団 体    ６３４ 



 
 

 表３ 実施機関別開示請求状況 
 

実  施  機  関 請求件数 開示請求の主な内容 

秘書室・総務部 １２５ 

企画・地域振興部 ３１ 

新社会推進部 １５ 

保健医療介護部 ３４５ 

福 祉 労 働 部 ７０ 

環 境 部 ８７ 

商 工 部 ４８ 

農 林 水 産 部 ５５ 

県 土 整 備 部 １４３ 

建 築 都 市 部 ６５ 

会 計 管 理 局 ０ 

知 
 
 

 
 
 

 

事 

小    計 ９８４ 

・医療法人の財務諸表等 

・公益法人の財務諸表等 

・産業廃棄物処分業者の許可申請及び指導に関する書類 

・道路の区域変更、供用開始等に係る工事図面等 

・社会福祉法人の財務諸表等 

・薬局、飲食店等の営業許可に関する文書等 

・土木工事等に関する工事設計書 

・岩石採取計画認可一覧表 

・補助金の交付に関する申請書類等 

・建築計画概要書 

 

議 会 ２５ ・政務調査費の収支報告書 

公営企業の管理者 １ ・土地売却に関する文書 

教 育 委 員 会 ３３ 
・教員採用及び管理職選考に関する試験問題 

・人権教育指導案 

選 挙 管 理 委 員 会 ５１ ・政治資金収支報告書等 

人 事 委 員 会 ３ ・職員採用試験に関する文書 

監 査 委 員 １ ・監査公表の実績 

労 働 委 員 会 ２ ・労働委員会議事録 

警 察 本 部 長 ４１ ・風俗営業店の届出書等 

海区漁業調整委員会 ０  

内水面漁場管理委員会 ０  

公 安 委 員 会    ０  

収 用 委 員 会 １ ・収用委員会議事録 

地方独立行政法人 ６ ・処分事由調査等に関する文書 

地 方 三 公 社 １１ ・都市高速道路の料金収受業務に係る入札結果 

合 計 １，１５９  

 



 
 

 (2) 開示請求に対する決定の状況 

開示請求１，１５９件のうち、実施機関が開示決定等を行った件数は、取下げの件数６０件

を除いた１，０９９件です。また、実質開示率は不存在を理由とする非開示３６件を除き９８

パーセントとなります（表４）。 

 

開示件数  ＋  部分開示件数 
（注）実質開示率 ＝ 

請求件数 －（不存在件数＋取下げ件数＋却下件数） 
×１００ 

 

表４ 実施機関別公文書開示決定状況 

決  定  の  状  況 

非 開 示 実  施  機  関 
請 求 

件 数 開示 部分開示 
 不存在 

却 下 取下げ 

秘書室・総務部 １２５ １３ ８９ ５ １    １８ 

企画・地域振興部 ３１ ８ ２１ ２ １   

新社会推進部 １５ ４ ８      ３ 

保健医療介護部 ３４５ １６２ １６９ １ １    １３ 

福 祉 労 働 部 ７０ ２３ ３７ ７ ７  ３ 

環 境 部 ８７ １５ ６２ ７ ６  ３ 

商 工 部 ４８ ２９ １７ １ １    １ 

農 林 水 産 部 ５５ ２８ ２１ ３ ３    ３ 

県 土 整 備 部 １４３ ８３ ４０ １１ ７    ９ 

建 築 都 市 部 ６５ １７ ４１ ４ ４    ３ 

会 計 管 理 局 ０       

知 
 
 

 
 
 

 

事 

小 計 ９８４ ３８２ ５０５ ４１ ３１  ５６ 

議 会 ２５ ６ １６ ３ １   

公営企業の管理者 １ １      

教 育 委 員 会 ３３ ８ ２０ ４ ３  １ 

選 挙 管 理 委 員 会 ５１ １１ ３９    １ 

人 事 委 員 会 ３ １ １ １    

監 査 委 員 １  １     

労 働 委 員 会 ２  ２     

警 察 本 部 長 ４１ ２５ １１ ３ １  ２ 

海区漁業調整委員会 ０       

内水面漁場管理委員会 ０       

公 安 委 員 会 ０       

収 用 委 員 会 １  １     

地方独立行政法人 ６ １ ５     

地 方 三 公 社 １１ ７ ４     

合 計 １１５９ ４４２ ６０５ ５２ ３６  ６０ 



 
 

(3) 非開示理由の状況 

非開示と部分開示の決定状況について、旧条例第９条第１項の第１号から第８号までの主な

適用状況を見ると、個人情報（１号）に該当するものが１件、事業情報（２号）に該当するも

のが３件、捜査情報（６号）に該当するものが１件となっています（表５）。 

また、新条例第７条第１項の第１号から第８号までの主な適用状況を見ると、個人情報（１

号）に該当するものが４３７件、事業情報（２号）に該当するものが４０９件、行政運営情報

（４号）に該当するものが５７件などとなっています（表６）。 

 

 表５ 非開示事由の事由別適用件数（平成１３年７月１日前に作成・取得した公文書） 

適  用  件  数 福岡県情報公開条例（昭和６１年福岡県条例 

第１号）第９条第１項各号 非 開 示 部分開示 計 

第１号 個 人 情 報  １ １ 

第２号 事 業 情 報  ３ ３ 

第３号 行 政 内 部 情 報    

第４号 国 等 関 係 情 報    

第５号 行 政 運 営 情 報    

第６号 捜 査 情 報  １ １ 

第７号 法 令 秘 情 報    

第８号 議 員 個 人 ・ 会 派 情 報    

計  ５ ５ 

 

 表６ 非開示事由の事由別適用件数（平成１３年７月１日以降に作成・取得した公文書） 

適  用  件  数 福岡県情報公開条例（平成１３年福岡県条例 

第５号）第７条第１項各号 非 開 示 部分開示 計 

第１号 個 人 情 報 ７ ４３０ ４３７ 

第２号 事 業 情 報 ２ ４０７ ４０９ 

第３号 審 議 ・ 検 討 等 情 報 ６ ９ １５ 

第４号 行 政 運 営 情 報 ８ ４９ ５７ 

第５号 任 意 提 供 情 報  １ １ 

第６号 捜 査 等 情 報  ４ ４ 

第７号 法 令 秘 情 報    

第８号 議 員 個 人 ・ 会 派 情 報    

計 ２３     ９００   ９２３ 

 注 重複適用があるため、表４の件数と一致しません。 



 
 

(4) 公文書の開示請求に係る写しの交付枚数及び金額 

 写しの交付の内訳としては、白黒が１２０，３０６枚で１，２０３，０６０円、カラーが 

６０９枚で１８，２７０円などとなっています（表７）。 

 

 表７ 公文書の開示請求に係る写しの交付枚数及び金額          （単位：枚、円） 

区      分 枚  数 金  額 

白黒（１０円） １２０，３０６ １，２０３，０６０ 

カラー（３０円） ６０９ １８，２７０ 

録音カセットテープ（１２０円）   

ビデオカセットテープ（１７０円）   

フロッピーディスク（５０円） ３ １５０ 

ＣＤ－Ｒ（８０円） ３７ ２，９６０ 

マイクロフィルム（１０円）   

その他 １ １２ 

合      計 １２０，９５６ １，２２４，４５２ 

（注）カッコ内の金額は、１枚当たりの金額 

   「その他」は、Ａ３版を超えるサイズの写しなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

２ 不服申立ての状況  

  公文書の開示請求に対する決定に不服がある請求者は、行政不服審査法（昭和３７年法律第

１６０号）の規定に基づき、不服申立てを行うことができます。 

  平成２１年度は、不服申立てが１１件ありました（表８）。 

 

 表８ 不服申立ての処理状況 

答 申 

番 号 

不服申立 

案  件 

実施 

（諮問）

機関 

不服 

申立 

年月日 

諮 問 

年月日 

答 申 

年月日 

裁決又は 

決定年月日 

裁決又

は決定

内容 

第１４２号 

「県立大学活性化委

員会に関する文書」

部分開示の件 

福岡県立

大学 
21.4.10 21.5.28 21.12.1 22.2.24 

一部 

認容 

第１４３号 

「県立大学職員の処

分事由調査等委員会

関連会議する文書」

部分開示の件 

福岡県立

大学 
21.5.10 21.7.10 21.12.1 22.3.19 

一部 

認容 

第１４１号 

「県立大学職員の暴

言等に関する文書」

非開示の件 

福岡県立

大学 
21.6.10 21.7.16 21.10.30 21.12.11 棄却 

第１４４号 

「県立大学処分事由

調査等委員会の委員

変更に関する文書」

非開示の件 

福岡県立

大学 
21.6.29 21.8.18 22.1.6 22.3.25 

一部 

認容 

第１４５号 

「測量設計管理費内

訳明細書の送り状に

関する文書」非開示

の件 

知 事 21.7.16 21.10.16 22.2.17 22.3.10 棄却 

第１４６号 

「志免町内路外駐車

場設置届出書に関す

る文書」非開示の件 

知 事 21.7.22 21.11.11 22.2.26 22.3.29 棄却 

第１４７号 

「宗像市内路外駐車

場設置届出書に関す

る文書」非開示の件 

知 事 21.8.14 21.11.11 22.2.26 22.3.29 棄却 

第１４８号 

「決定通知書記載の

文言の根拠となる文

書」開示の件 

福岡県立

大学 
21.9.17 21.12.17 22.3.17 22.3.30 棄却 

－ 

「知事と国土交通大

臣の面談記録に関す

る文書」非開示の件 

知 事 21.12.21 22.1.27 審査中   



 
 

－ 

「県立大学調査事由

調査等委員会に関す

る文書」部分開示の

件 

福岡県立

大学 
22.2.22 22.3.31 審査中   

－ 

「芦屋町にぎわい協

働創出振興計画に関

する文書」非開示の

件 

知 事 22.3.12     

 



 
 

３ 苦情申出の状況  

  平成２１年度は、苦情申出はありませんでした。 

 

４ 福岡県情報公開審査会  

  情報公開審査会は、実施機関からの諮問事項の調査、答申、建議等を行うため、条例第２４条

の規定に基づき知事の附属機関として設置されています。 

(1) 福岡県情報公開審査会の開催状況 

平成２１年度の審査会の開催状況は、次のとおりです（表９）。 

 
 表９ 審査会の開催状況 

開 催 期 日 主  な  審  議  内  容 

第12期：第7回審査会 

平成21年4月17日 
・不服申立てについて 

第8回審査会 

平成21年5月22日 
・不服申立てについて 

第9回審査会  

平成21年6月25日 
・不服申立てについて 

第10回審査会  

平成21年7月24日 
・不服申立てについて 

第11回審査会  

平成21年9月25日 
・不服申立てについて 

第12回審査会  

平成21年10月23日 
・不服申立てについて 

第13回審査会 

平成21年11月27日 
・不服申立てについて 

第14回審査会 

平成21年12月18日 
・不服申立てについて 

第15回審査会 

平成22年1月22日 
・不服申立てについて 

第16回審査会 

平成22年2月15日 
・不服申立てについて 

第17回審査会 

平成22年3月15日 
・不服申立てについて 



 
 

(2) 福岡県情報公開審査会委員 

福岡県情報公開審査会の委員（第１２期）は、次のとおりです（表１０）。 

委員の任期は２年となっています。 

 

表１０ 福岡県情報公開審査会委員名簿（五十音順、現職名は平成２２年４月現在） 

氏  名 現  職  名 役 職 名 任  期 

内田 敬子 

 

弁護士 

 

 

杉野 泰雄 

 

公認会計士 

 

 

外井 哲志 

 

九州大学大学院工学研究院准教授 

 

会長職務 

代 理 者 

本間 美奈子 

 

久留米大学法学部准教授 

 

 

松﨑 隆 

 

弁護士 

 

会 長 

南野 森 

 

九州大学大学院法学研究院准教授 

 

 

村山 由香里 

(財)福岡県女性財団副理事長 

兼 

福岡県男女共同参画センター館長 

 

平成２０年９月１日 

～ 

平成２２年８月３１日 

 



 
 

５ 出資法人の情報公開の状況  

条例第３７条第１項により実施機関が定める出資法人が行う情報公開制度の状況は、次のと

おりです（表１１）。 

なお、平成２１年度は、出資法人が行った開示決定等に対する異議の申出はありませんでし

た。 

 表１１ 出資法人が保有する文書の開示申出の状況 

    決 定 の 状 況    

 
開示申出 

の 件 数 
 

開示 

 

部分開示 非開示 不存在 

 

却 下 

取下げ 

２ １ １     

 

６ 指定管理者の情報公開の状況  

条例第３７条の２第１項により県が設置した公の施設の管理を行う指定管理者（実施機関が

定める出資法人である者を除く。）が行う情報公開制度に基づく開示申出はありませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

７  県民情報センター及び地区県民情報コーナーの状況 

(1) 配架資料 

   県民情報センターと地区県民情報コーナーでは、行政資料を配架し、閲覧、複写、貸出し

等のサービスを提供しています（表１２、図１）。 

  

  表１２ 配架資料数 

地 区 県 民 情 報 コ ー ナ ー              
名   称 

県民情報 

センター 北九州 筑 後 筑 豊 京 築 小 計 
合 計 

件  数   11,628 2,640 2,638  2,731  2,705 10,714   22,342 

 

  図１ 配架資料の分野別構成比 

農林・水産

(11.7%)

行政

(11.5%)

生活・文化

(11.0%)

教育

(9.3%)

総記

(7.4%)福祉・人権

(6.1%)

建設

(5.2%)

健康・医療

(4.8%)

財政

(4.7%)

資料一般

(4.3%)

政治

(3.9%)

環境保全

(3.6%)

労働

(3.4%)

安全

(3.1%)

その他

(10.2%)

 

 注 「その他」は、商工、自然・土地・人口、経済、運輸・通信、エネルギー・資源、余暇・

スポーツに関するものです。 

 

 



 
 

  (2) 利用状況 

平成２年度の県民情報センター及び地区県民情報コーナーの利用状況は次のとおりです

（表１３、図２）。 

  

 表１３ 利用状況（平成 21年 4月 1日～平成 22年 3月 31日） 

区    分 情報提供（人） 写しの交付（枚） 資料の貸出（冊） 

県民情報センター １９，３１５ ４６，５３８ １９５ 

北九州 ３，１４９ １，４３８ １ 

筑 後 ３，１２５ ３，３９７ １９ 

筑 豊 ６，０８８ ９，１９５ １６ 
地区県民情報コーナー 

京 築 ３，５９７ ３，０９６ １３ 

計 ３５，２７４ ６３，６６４ ２４４ 

 

 図２ 貸出状況の分野別構成比 

農林・水産

(15.2%)

福祉・人権

(14.3%)

健康・医療

(11.1%)

環境保全

(11.1%)

行政

(9.8%)

建設

(7.0%)

総記

(6.1%)

生活・文化

(5.3%)

資料一般

(4.9%)

教育

(4.1%)

財政

(3.3%)

安全

(2.0%)

その他

(3.3%)

余暇・スポーツ

(2.5%)

 

 注 「その他」は、商工、運輸・通信、労働、自然・土地・人口、政治、経済、エネルギー・資

源に関するものです。 

 

(３) 行政資料の有償頒布制度 

  情報提供の充実を図るため、県民の皆さんの要望の高い行政資料を有償で頒布しており、「県

政概要」など３７種類の行政資料を３，３６３部頒布しました。 

 



 
 

表１４  行政資料有償頒布状況 

行  政  資  料  名 頒布価格 頒布部数 編  集  課 

倫理条例・規則の手引 150 円 12 総務部人事課 

福岡県職員録（平成２０年度） 850 円 16 総務部人事課 

福岡県職員録（平成２１年度） 800 円 2,425 総務部人事課 

郷土のものがたり その１ 500 円 5 総務部広報課 

郷土のものがたり その２ 700 円 5 総務部広報課 

ふくおか新世紀計画 3,600 円 3 企画振興部企画調整課 

ふくおか新世紀計画第三次実施計画 800 円 9 企画振興部企画調整課 

県政概要（平成２０年度） 950 円 22 企画地域振興部総合政策課 

福岡県の賃金事情（平成２０年度） 450 円 48 福祉労働部労働局労働政策課 

福岡県の賃金事情（平成２１年度） 450 円 63 福祉労働部労働局労働政策課 

環境白書（平成２０年度） 1,150 円 18 環境部環境政策課 

環境白書（平成２１年度） 1,050 円 11 環境部環境政策課 

公害関係測定結果（平成１７年度） 1,050 円 1 環境部環境保全課 

公害関係測定結果（平成１８年度） 1,150 円 1 環境部環境保全課 

公害関係測定結果（平成１９年度） 2,500 円 2 環境部環境保全課 

公害関係測定結果（平成２０年度） 3,000 円 18 環境部環境保全課 

産業廃棄物処理業者名簿（平成 20 年 1 月 1 日現在）  1,250 円 1 環境部廃棄物対策課 

産業廃棄物処理業者名簿（平成 21 年 1 月 1 日現在）  1,250 円 15 環境部廃棄物対策課 

遠賀川水系の自然-自然観察ガイドシリーズ４- 100 円 16 環境部自然環境課 

四王寺山を見に行こう 150 円 18 環境部自然環境課 

城山連山を楽しもう 150 円 19 環境部自然環境課 

古処山麓を訪ねよう 250 円 15 環境部自然環境課 

矢部川中流域の自然を見よう 150 円 16 環境部自然環境課 

北九州西部の自然を楽しもう 100 円 15 環境部自然環境課 

糸島の自然を訪ねよう 100 円 18 環境部自然環境課 

筑豊中南部の自然を訪ねよう 100 円 20 環境部自然環境課 

福岡県の希少野生生物-福岡県レッドデータブック 2001- 1,800 円 3 環境部自然環境課 

土木工事施工管理基準(平成 18 年 10 月 農政部) 1,350 円 28 農政部農地計画課 

土木工事共通仕様書(平成 18 年 10 月 農政部） 1,200 円 1 農政部農地計画課 

道路交通センサス（平成１７年度版） 1,450 円 14 土木部道路維持課 

福岡県の下水道（平成２０年度） 1,500 円 26 建築都市部下水道課 

福岡県の下水道（平成２１年度） 1,550 円 6 建築都市部下水道課 

教育便覧（平成２０年度） 300 円 28 教育庁総務部総務課 

教育便覧（平成２１年度） 300 円 109 教育庁総務部総務課 

若い教師のための教育実践の手引（平成２１年度） 750 円 261 教育庁教育振興部義務教育課 

若い教師のための教育実践の手引（平成２２年度） 800 円 12 教育庁教育振興部義務教育課 

福祉のまちづくり条例 手引書 1,050 円 63 教育庁教育振興部高校教育課 

 
 


